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外国人児童生徒等教育アドバイザー派遣結果報告書

都道府県名 大阪府 市町村名 東大阪市 大学名

派遣日

令和４年１０月２６日（水曜日） １４：００～１７：３０

※派遣当日の日程を詳細に記入してください。

※派遣当日の次第、研修実施要項・日程表等、日程の詳細が分かる資料を添付してく

ださい。

実施方法 ※いずれかに〇をつけてください。 派遣   ／   遠隔

派遣場所
東大阪市立勤労市民センター（ユトリート東大阪）

東大阪市中小阪５－１４－３０ 

アドバイザ

ー氏名

東京学芸大学教職大学院教育実践創生講座

齋藤ひろみ 教授

相談者
東大阪市教育委員会学校教育部人権教育室

指導主事 二杉健介

相談内容

海外からの直接編入の子どもを含め、日本語指導が必要な児童生徒数は増加する一方

である。現在ではすべての中学校区に日本語指導が必要な子どもが在籍している。  

令和３年度より全学校に担当者を設置したが、学校によって日本語指導に対する認識

の差がまだまだ大きく、日本語指導を加配教員による巡回指導や担当者任せと捉えて

いる学校も多い。また、さまざまな理由で教職員に欠員が出ている学校も多く、組織

的な日本語指導を行う体制を構築できていない学校が多い。

限られた教職員で持続可能な日本語指導体制を構築していくために、どのようなこと

に意識して工夫していかなければならないのか。先生方の認識を変えるための助言を

いただきたい。

派遣者から

の指導助言

内容

①外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力

まず、自校の教職員にどのような力を伸ばしていく必要があるのかを、学校として振

り返ることが大切。自校の教職員に必要な力を伸ばしていくためには、学校だけでや

ろうとせず、教育委員会や地域等と連携し学校外の人材を有効活用することも効果的

である。そうすることで、様々な視点から子どもを見ることができるし、子どもの理

解を深めることもできる。

②学校の組織的取り組みについて

組織的に日本語指導に取り組めている学校の事例を紹介していただいた。

日本語指導を孤立化させないために、研究授業や授業参観、交換授業等を計画し、担

当者だけでするのではなく学年や学校全体で関われるような位置に日本語指導を据え

ることが大切である。

多文化共生の理解を深める。その子がいてくれることで、その子のことを深く知ろう

とその国の文化を知る取組みができる。また、他国の文化を知ることで自国を振り返

ることにもなり、改めて自国のことを知る機会にもなる。発想の転換をする。

③支援、指導の組織化について

学習の見通しをもたせることややさしい日本語を活用することは日本語指導が必要な

子どもに効果的であり、かつ、すべての子どもにも当てはまることである。
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学校全体で日本語指導を行うことは大切だが、直接編入の子どもへの支援等は学校だ

けでやるのではなく、教育委員会や大学、地域の NPO 等支援団体の力を借りるとよい。

そのためにも、教育委員会はその橋渡しとなる役割を担う必要がある。 
④市民性の育成 
これからの日本社会を担っていく存在として、外国人児童生徒にも市民性を育んでい

く必要がある。 

相談後の方

針の変化、

今後の取組

方針等 

【今後の方針】 
今回の講義を受けて、改めて市全体で日本語指導に対する理解が深まっていないこと

がよくわかった。これまでの上積みとして特に下記２点について重点的に取り組んで

いきたい。 
 
〇日本語指導体制の構築に向けて 
・直接編入の児童生徒が急増している。そのような子どもたちへ緊急時の支援として、

庁内の関係各課や地域の大学等と連携し、母語支援者を派遣する。 
・加配教員、各校の担当教員を対象とした研修だけを実施するのではなく、管理職を

対象とした研修も実施し、学校全体で日本語指導に対する理解を深めていく。 
・各校担当者の役割を明確に示し、各学校での指導や連絡体制を構築していく。その

ため、モデル校を作り市全体に発信していく。  
・地域の大学教員等を委員として招聘し運営協議会を設置して市全体の計画的な日本

語指導を推進していく。（今年度は準備委員会とて 2 回開催している） 
〇日本語指導力の向上に向けて 
・これまで通り加配教員への連絡協議会や担当者への研修等を実施する。 
・すべての加配教員への大学教員等による訪問指導を行う。 
 
研修受講後アンケートの一部は以下のとおりである。 
【小学校】 
・日本語指導が必要な児童・生徒が学級、学年集団の中でも学びを深めていくために

は一部の教員だけでなく学校全体で組織的に取り組んでいくことが必要だということ

がよくわかりました。そのためには日本語指導の時間での取り組みをたくさんの教員

に知ってもらって学級や学年活動でも活用していけるような情報共有の場を設けてい

かなければならないと思いました。 
・校内での教員間での共有。ちょっとした出来事、小さな成長などささいなことの共

有が児童理解に繋がり学校側にとっても必要になると思う。 
・日本語指導が必要な児童について、学校内はもちろん外部の力も借りて理解し、指

導する体制を構成していく必要性を感じた。担任や指導担当だけでなく、さらに多角

的に一人の児童について見ていけると良い 
【中学校】 
・本校には日本語指導を必要とする生徒はいません。しかし、次年度には必要とする

生徒が入学してくる予定ですし、もしかしたら来週には在籍しているかもしれません。

そのような正しい表現かはわかりませんが、危機感と、迎えられる学校体制・環境づ
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くりが本校の課題かと感じました。 
・自校では、まず①職員研修を定期的に行うことで、教職員の認識を変えていく②通

常学級での日々の国語授業の改善（やさしい日本語、UD、スモールステップなどの視

点）③今ある人権の取り組みの延長上にどのように位置づけるかなど、時代とともに

変化する学校現場に柔軟に対応できるよう学力向上部、支援教育部、人権教育部の連

携を図りたいです。 
・日本語指導の内容は普段の授業でも大切にしなければならないことばかりであると

改めて感じました。自分が子どもたちに対して話す「ことば」をもっとていねいに大

切にしていきたいと思いました。 
１枚にまとめる必要はありませんので詳細に記載願います。 
なお、本報告書の内容は、文部科学省ホームページで公開いたします。 


